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中小企業等のCO2排出量の可視化‧削減

e-dash株式会社



152背景・目的

・e-dashサービスを用いた中小企業のCO2排出量可視化・削減検討の実証 (最大15社を想定、Scope 1及び2対象)
・各社のCO2排出量可視化結果を富山県が一覧できるe-dashツールの実証、及び同ツールの県向けの最適化の実証
・上の結果を踏まえた、カーボンニュートラル実現に向けた企業と県の連携体制のあり方の検討・検証

概要

実証実験の背景・目的 実証実験のイメージ

背
景

・地
域

課
題

①富山県の中小企業
脱炭素経営への着手︓人手‧知識
不足により、自社単独でのCO2排出
量の可視化‧削減取組の実施が困
難である
②富山県
県内中小企業の脱炭素経営の支援
の強化‧効率化︓大多数の中小企
業のCO2排出量の実態が不明のため、
脱炭素化に向けた有効な支援が難し
い

検
証

目
的

・狙
い

①富山県の中小企業
可視化でまず着手すべきとされるエ
ネルギー消費由来のCO2排出量に
ついて、可視化及び削減検討の実
証を実施
②富山県
各社のCO2排出量の実態を県が簡
単に把握し脱炭素化支援策に適
切に反映できる体制を実証し、それ
を通じて、地域脱炭素化に向けた
企業と県の適切な連携体制を検討
‧検証

①富山県の中小企業

②富山県

請求書スキャン
(Scope 1/2)し、

アップロード
1 CO2排出量可

視化
2 排出削減方法

ご提案
3

※一定以上の可視化
データが蓄積した企業様
向けにe-dashよりご提案

脱炭素経営の取り
組みをしたいが人手
がない。どう計算す
ればよいかわからな
い

現状の状態

CO2の排出量の実態
が不明のため、脱炭
素化に向けた有効な
支援に難あり

対象の事業者の
排出量データを

閲覧・分析
1 支援政策の立

案
2現状の状態



153ソリューション(①富山県の中小企業向け)

簡単な操作で手軽に排出量を可視化
2

実際の可視化結果に基づいた削減提案

3

標準的なPCとWebブラウザですぐに利用可能
1

● 企業からのご利用申し込み後、キックオフミーティングを実施し、初期設定や今後の進め方を丁寧に確認
（※初期設定は、ログインID/PWの設定、企業の拠点の登録等が対象です）

● ご利用期間を通じて専門知識あるカスタマーサクセスチームがバックアップ。問い合わせは何度でも無料
請求書スキャン

(Scope 1及び2) アップロードC D利用申し込みA キックオフ
ミーティングB

※本事業での具体的な申
し込み
形式は富山県と協議し

決定

※オンライン形式を想
定

CO2排出量
可視化E 排出削減方法

ご提案F

※一定以上の可視
化データが蓄積した企
業様向けにe-dashよ

りご提案



154ソリューション(②富山県向け)

ご利用方法 :ウェブブラウザ経由でいつでも可視化済の事業者のデータを閲覧可能
絞り込み対象 :全対象企業、特定企業、特定年度、特定の企業グループ等、各種の絞り込みが可能
閲覧項目設定 :排出源(電力・ガス等)別のCO2排出量、合計CO2排出量、各種エネルギーの使用量など柔軟に可能

“e-dash Partners Portal”により、対象の事業者の排出量データを一元的に閲覧・分析可能



155進め方

・対象事業者の
検討

• 実証結果
の検証

• CO2排出量の可
視化および削減
検討

• アンケート実施

e-dash

中小企業

• 【中小企業】CO2排出量可視化＆削減提案
• 【富山県庁】中小企業のCO2排出量一覧化

および最適化
• アンケート集

計

事前準備
実証期間

3月
実施前 実証実施 実証後

富山県

• アンケート実施
• 参加企業の継続

利用意思確認

• 対象企業の排出
可視化結果の一
覧機能の確認

• 地域の中小企業
の脱炭素経営支
援施策の検討

提携先金
融機関等

• 対象事業者
集客

・対象事業者の
検討

• 対象事業者
集客



156実証結果(①富山県の中小企業向け)

提携金融機関の高岡信用金庫、氷見伏木信用金庫協力の元、参加企業の募集を実施。
参加企業は20社。70%は製造業であり、富山県産業を支えている製造業がCO2排出量の可視化要望が高い

業種割合



157実証結果(①富山県の中小企業向け)

一定期間のデータが集積できた企業様には、①現状把握→②目標設置(案)→③削減実行(案)をご提案



158実証結果(①富山県の中小企業向け)

一定期間のデータが集積できた企業様には、①現状把握→②目標設置(案)→③削減実行(案)をご提案
提案後、環境証書の検討や、中小企業版SBT認証の検討中を行う企業もいる

参加企業の声:ケーズメタル株式会社(3月20日現在:中小企業版SBT認証を検討中)
● 参加理由:CO2排出量の可視化を始めてみたい
● 脱炭素への取り組み:営業車の電気自動車に切り替え。太陽光導入済。LED導入

済
● 中小企業版SBT認証:中小企業セミナーで存在は知っていた。セミナーは一方通行で、

認証取得は遅いと感じていた
● 今回e-dashに相談し、基準年度の条件など細かい部分や、認証に向けて必要なも

のを丁寧に疑問点を解決できてよかった
● PR効果も含めて取り組みを検討したい
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“e-dash Partners Portal”を利用し、参加企業のCO2排出量を確認していただいた。
富山県より改善要望を頂き、ご利用頂きやすくなるように改善実施し、確認しやすくなった

実証結果(②富山県向け)
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省エネの導入支援

省エネの余地がないか診断を実施し、空調や照明などの機器
更新によりCO₂排出量を削減を支援

太陽光発電の導入支援

太陽光発電の導入により消費電力を再エネ化することでCO₂
排出量を削減。初期費用不要のPPAモデルか自社導入モデ
ルなどの導入支援

環境証書の購入支援

J-クレジット（再エネ）・非化石証書・グリーン電力証書による
実質再エネ化によるCO₂排出量の削減支援

参加事業者の総CO2排出量エネルギー別内訳

2.6%

削減支援に資する情報を示唆。今回のデータではscope2(電気)が83%を占めており、電力関
連の導入支援をご説明。また燃料系データ取得は、利用期間も短いため取得が難航した

実証結果(②富山県向け)



161実証実験結果の報告（全体サマリー）

今回の実証では脱炭素意識を向上した効果としてあった

中小企業に脱炭素経営意識が向上し、CO2排出量データから施策の検討をすることができた。
富山モデルとして一連の流れとして運用としては成り立つこともわかったが、継続性が課題になった

実施概要 実証結果 サマリ

[実施日]
9月〜3月
[実施場所]
• オンライン

実
施

日
・場

所

中小企業/富山県

実
施

対
象

者

アンケートおよび
ヒアリングの実施

実
施

・
検

証
方

法

• 脱炭素について知識がとても深められた
• 脱炭素について興味を持つことができた
• CO2排出量が簡単に出せると思ってい

なかった
• 削減の方向性および、非化石証書の

費用感なども理解できた
• 削減方法の理解はできた
• 目的がないと難しいと思うので認証・表

彰は必要と思う
• 内容にもよるが認証・表彰は希望する。

ただしISO、エコアクション21、SDGsな
ど様々なものがあるので統一してもらうと
助かる

• 金利優遇などあればうれしい

中小企業:脱炭素意識の変化
・アンケート結果より、「導入前後で、脱炭素への意識変
化の有無」「自社のCO2排出量算定は簡単にできた企
業」が、80%を超えており、脱炭素意識と当社のe-
dashは簡単にCO2排出量か可視化できることがわかった。

中小企業参加数:20社
・15社を予定していたが、20社参加企業がいた。
そのうち15社が削減提案を実施、CO2排出量の可視
化および削減の手法を理解して頂いた。継続利用(検
討中含む)5社であった。

結果(サマリ) 参加者の声(一部抜粋)

富山県:データの把握

・データより電力の利用が多いため、省エネ、太陽光、
環境証書といった施策の必要性を説明した。燃料系
データ取得は、利用期間も短いため取得が難航した。
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中小企業導入観点:可視化から削減提案までは好評。取組継続の意識の浸透に改善の余地あり
富山県導入視点:ご提案済。主たる今後の強化検討点としては、取組企業の認証等の表彰制度

項目 詳細 結果観点

排出量可視化可否 • 企業の負担感が極小化された形で、排出量が可視化
できたか

結果一覧確認の成否 • 中小企業の可視化済の結果を簡便に一覧できたか

削減検討提案の有無 • 排出量が可視化できたことで企業での削減検討がス
ムーズになったか

• 一覧化した排出データから、削減支援の有効な施策
に繋がる情報を得られるか

• 持続可能かつ有効な、脱炭素に向けた企業と自治体
の連携体制への示唆が得られたか

中小企業
導入観点

削減支援に資する情報

将来的な体制への示唆

富山県
導入観点

継続利用意思の有無 • 実証実験後、継続利用していただけるか

17社/20社

17社/20社(実施予定含
む)

5社(検討中含む)

可能

ご提案済

ご提案済



163社会実装に向けたビジネスモデル

実証では、各社でのCO2排出量の可視化は概ね実施でき、削減提案等も有益だったとの反応が太宗のため、取
組支援サービスとしての有効性は確認出来たと言える。一方、各社で取組の継続には至っておらず、今後の地域
での取組拡大には取組継続のためのモチベーションの向上施策が重要と言える

ビジネスモデル概要 ポイント

:提供価値 :収益

富山県:中小企業の脱炭素経営支援
本実証では、可視化や削減議論が実施でき、内容自体にご理解
頂けた企業であっても、殆どが、取組の目先では継続しない、との判
断となっている。その中心的な理由は実施メリットの薄さであることが
アンケートから示されている。この状況より、地域での取組拡大には
取組を支援する制度に加え、取組にメリットを与える施策が必要で
あると言える。

● 脱炭素の情報、県内企業の取り組み事例紹介PR強化・
充実( とやまカーボンニュートラルポータル 等)

● 富山県独自の脱炭素経営の認証制度
○ CO2排出報告をしている企業への追加支援策の

提供(+企業の実行負担の軽減のための代行
サービスの紹介)

富山県域内中小企業:中小企業へのアプローチ
富山県としてCO2排出量の把握は今後も必要と推測され、企業に
代わり、企業を支援する事業者が代理報告ができる仕組みとし、さ
らに企業が活用可能な支援制度も同事業者から案内できる体制と
することで、中小企業の業務負担軽減と取組の拡大を両立しうると
考えられる。さらに、上の体制で両結果を得た具体的な先進事例を
作り、これを軸に金融機関・商工会等地元の団体からの働きかけも
行うことで、啓発を拡大する。

1

2

e-dash株式会社等
CO2排出量可視化・削減支援サービス提供者

富山県域内中小企業

CO2排出量
可視化/削減支援
サービス利用料金・
代理報告料金

エネルギー
消費データ
(請求書アッ
プ
ロード等)

CO2排出量
可視化結果

富山県

排出量削減提案
・支援制度案内

中小企業の
脱炭素経営
の支援(取組
のある企業を
後押)

1

2

CO2排出量
代理報告



164課題と対応方針

CO2排出量が簡便に可視化から削減の提案までできたことに関しては好評が得られたが、取組の継続率が低い結
果となった。取組の拡大には持続性（CO2排出量可視化への動機付け)が重要と言える

課題 原因 具体的対策案

・中小企業:
CO2排出量可視化
の
動機付け

● CO2排出量可視化の動機が薄いため、継続利
用まで至らなかった

● 県主催の脱炭素セミナーなど開催
● 持続的な脱炭素経営の啓蒙活動
● 脱炭素経営の着手継続の認定制度
(補助が受けやすくなる等優遇が望ましい)

ビジネス
モデル

アライ
アンス

・金融機関、商工会
等業界団体との連携

● 提携金融機関の連携強化
● 商工会等業界団体との連携

・中小企業:
操作性の改善

● CO2排出量可視化のハードルをより下げるため、
新しいインターフェイスの検討し、操作性改善

● 操作説明動画等の提供
● 操作についてキックオフミーティングを実施しても問い

合わせを頂いており、よりシンプルな操作性を必要
の可能性がある

・富山県:
データの活用方法

● データをより活用し、富山県の企業に脱炭素経
営をPRする仕組みがより必要

● 単年度の可視化結果では、企業・業種の進捗
が把握しにくい

● とやまカーボンニュートラルポータルのPR強化
(省エネ、環境証書(J-クレジットなど)や、県内
企業の取り組み事例紹介等)

● 継続的にCO2排出量可視化を確認できる仕
組み(CO2排出量代理報告)

● 業種ごとの経年変化を確認する仕組み

● 地域の組織による声掛け・フォローは必要と感じて
いる。幅広く脱炭素経営を支援するために金融機
関の提携先の拡大が必要と感じた。また商工会等
の団体と連携することで業界で脱炭素経営を推進

オペレー
ション

・中小企業:
削減提案の改善

● 今後は一部合同での削減提案の実施● 個別での提案で対応したが、社数が増えた場合に
人員不足になる可能性がある



165実現ステップと次年度アクション内容

目指す姿の実現に向けて、認知拡大の施策を継続しつつ、認証制度及び認証を受けた企業への優遇支援策
の検討により、富山県全体で脱炭素経営を目指す

STEP1(既存取組)
脱炭素情報の紹介・セミナー開催

STEP2(既存取組)
脱炭素経営の認知拡大の取組

STEP3(今後のアクション)
脱炭素経営認証制度検討

概
要

ア
ク

シ
ョン

各
ス

テ
ップ

に
お

け
る

座
組

と提
供

価
値

● 提携金融機関や地元の業界団体と
連携をしながら脱炭素化を推進

● 提携金融機関の連携強化
● 商工会等地元の業界団体との連携

● セミナーなどにより、富山県内脱炭
素に関わる情報(省エネ、環境証書
(J-クレジットなど))のPR

● 事例発信するための啓発

● セミナー実施や、富山県の脱炭素に
関わる情報(省エネや、環境証書
(J-クレジットなど))のPRを加速

● 富山県の企業に向けて、脱炭素経
営の認証制度を検討する

● 脱炭素経営の認証・表彰制度の検
討
○ 継続的にCO2排出量可視化を

確認できる仕組み(CO2排出量
代理報告)の検討

○ 排出報告をしている企業への追
加支援策の提供

○ 表彰内容の検討

富山県

富山県域内中小企業

セミナー・
情報提供

富山県域内中小企業

連携・
脱炭素経営の勉強会実施
等

e-dash株式会社等
CO2排出量可視化・削減支援サービス提供者

提携金融機関・地元の業界団体

富山県
e-dash株式会社等

CO2排出量可視化・削減支援サービス提供者

脱炭素経営推進
CO2排出量
可視化/削減支
援
サービス利用料金

:提供価値 :収益凡例


